










研究目的 

先天異常モニタリングの目標は teratogen の検出とそれに基づく teratogen の曝露の回避

であるが,これを実行する場合,把握された先天異常児(者)とその家族への医療サービスを

整備することは極めて重要な課題である。またteratogen によって生じる先天異常はしば

しば遺伝性疾患と酷似した症状を示し,また環境要因と遺伝要因との相互作用によって先

天異常が成立することが知られているから,臨床診断の面でも,病因探求の点でも,遺伝学

の知識を活用することは極めて重要である。 

このような先天異常を予防する方策の一つとしての医療サービスのなかで,遺伝相談は実

行可能なひとつの具体的な方法として位置づけられる。 

遺伝相談の目的や具体的な運用については,わが国においてもまた諸外国においても,従来

さまざまな考えかたが提示されてきた。例えば胎児診断を例にとっても,一方では欧米諸国

でみられるように,遺伝相談の一部として位置づけ、具体的な適応基準のもとで,重要な診

断手技として活用と普及をはかる活動があり,他方ではこれを不可とする考えまでが混在

する現状であった。 

そこで本委員会では遺伝医学専門家を結集し, 

1)わが国の遺伝相談のありかたを研究し,その中枢的役割を果してきた坂元班(遺伝相談と

そのシステム化に関する研究グループ,昭和55年～57年)の研究を継続し,遺伝相談のあり

かた,遺伝相談ナショナルセンター,遺伝相談システム化についての論議をつくし,2)坂元

班の具体的な研究成果である遺伝相談ガイドブックの改訂,およびその充実と整備を行う

ことを目的とした。 


